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アンケート調査は言論ＮＰＯの活動にこれまで参加していただいた全国の有識者約 6700

人を対象に、2014年 11 月 24 日から 12月 1 日までの期間でメールの送付によって行われ、

ご回答いただいた 301 人分のアンケート結果を集計し、分析しました。 

回答者の属性は、男性が 86.0％、女性が 12.0％となっています。年齢別でみると、10 代

が 0.0％、20 代が 4.0％、30 代が 6.6％、40 代が 13.0％、50 代が 22.6％、60 代が 31.9％、

70 代が 18.3％、80 歳以上が 1.7％です（それ以外は無回答。以下同様）。回答者の職業は、

企業経営者・幹部が 14.3％、会社員が 10.6％、メディア幹部が 3.0％、メディア関係者が

12.6％、国家公務員が 2.7％、地方公務員が 2.7％、国会議員が 0.0％、地方議員が 0.3％、

ＮＰＯ・ＮＧＯ関係者が 11.0％、学者・研究者が 9.0％、各団体関係者が 7.0％、学生が 2.3％、

自営業が 5.0％、その他が 17.9％となりました。 

 

 

【回答者の属性】 

回答数 301 

職業 

企業経営者・幹部：14.3% 

会社員：10.6% 

メディア幹部：3.0% 

メディア関係者：12.6% 

国家公務員：2.7% 

地方公務員：2.7% 

国会議員：0.0% 

地方議員：0.3% 

NPO・NGO関係者：11.0% 

学者・研究者：9.0% 

各団体研究者：7.0% 

学生：2.3% 

自営業：5.0% 

その他：17.9% 

性別 男性：86.0％ 

女性：12.0％ 

年齢 

10代：0.0% 

20代：4.0% 

30代：6.6% 

40代：13.0% 

50代：22.6% 

60代：31.9% 

70代：18.3% 

80代以上：1.7% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜調査の概要＞ 
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総論  

 

安倍政権は、2014 年 12 月 26 日に発足から２年を迎えます。そこで、言論ＮＰＯは、2006

年から行っている定期的な政策評価の一環として、安倍政権の２年評価に関する有識者ア

ンケートを実施しました。今回の有識者アンケート調査は、第２次安倍政権に関するもの

としては、2013 年４月実施の「100 日アンケート」と同年 12 月実施の「１年目アンケー

ト」に続き、３回目の調査となります。 

 

アンケートではまず、安倍政権に対する総合的な評価について質問しました。 

 

「首相の資質」に関わる評価は５点満点中 2.7 点 

首相としての資質を、「説明能力」、「チームや体制作り」、「実績」、「指導力や政治手腕」、

「見識、能力や資質」、「基本的な理念や目標」、「政策の方向性」、「首相の人柄」の８項目

を５点満点で見たときの平均は 2.7 点となり、１年目時点と同じでした。 

100 日時点の 3.3 点よりは下がりましたが、過去の政権と比較すると依然として高い点数

になっています。ただ、「指導力や政治手腕」では 3.0 点と高い点数を維持しているものの、

「実績」では 2.8 点から 2.5 点へと下がっています。 

 

安倍政権が手懸ける 38 項目の評価は５点満点中 1.8 点 

 一方、これまで安倍政権が打ち出した政策や政権対応の 38 項目のそれぞれに対して、「う

まく対応できた」（５点）、「うまく対応できていないが、今後期待できる」（３点）、「対応

できておらず、今後も期待できない、あるいは、進め方に問題があり、賛同できない」（１

点）で、有識者に評価してもらったところ、平均点は１年目時点と同じ 1.8 点でした。 

最も評価が高かったのは「政策決定における首相のリーダーシップ」の 2.8 点で、「日中

関係」や「尖閣周辺での偶発的事故防止に向けた取り組み」で１年目時点からの点数の伸

びが見られます。 

逆に、最も点数が低かったのは「議員定数の削減」の 1.2 点でした。１年目時点からの評

価の低下が大きかったのは「２％物価安定目標への取り組み」、「日米同盟」、「普天間飛行

場の移設問題」の３項目でした。 

 

有識者の約５割が安倍政権を支持しておらず、「期待」も萎んでいる 

２年目現在の安倍政権を支持するか尋ねたところ、100 日時点では５割を超えていた「支

持する」との回答は１年時点、今回と徐々に下がってきています。これに対し、「支持しな

い」との回答は、100 日時点では 23.2％と低かったものの、１年時で急増し（43.0％）、今

回は５割に迫っています。 

さらに、発足時に抱いていた期待と比べて、今の安倍政権をどう思うか尋ねたところ、「そ

もそも期待していなかった」と「期待以下」の合計が６割を超え、100 日時点（27.1％）か

らは２倍以上に増加しています。 
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 逆に、「期待以上」と答えた有識者は１割にとどまり、調査ごとにほぼ半減しています。 

 

次に、安倍政権の主要政策課題への取り組みについての評価を質問しました。 

 

アベノミクスの前途に悲観的で、財政再建目標の達成も不可能 

この２年間、安倍政権が推し進めてきた「アベノミクス」については、５割を超える有

識者がその前途を悲観的に見ています。 

消費税の 10％への引き上げ先送りが、今後のアベノミクスの展開へどう影響するかにつ

いては、「プラスの影響を与える」と「マイナスの影響を与える」が３割近くで拮抗し、有

識者の見方は分かれています。 

一方、有識者の６割が 2020 年度のプライマリー・バランスの黒字化という財政再建目標

は達成できないと見ており、ここでは増税先送りが悪影響を及ぼすと考えていることが浮

き彫りとなっています。 

 

普天間基地移設の再検討を求める回答が４割に 

沖縄県知事選挙の結果を踏まえ、普天間飛行場の移設についての考えを尋ねたところ、 

「民意が示された以上、辺野古への移設計画を白紙に戻し、米政府と再交渉し、別の解決

策を模索する」と今回の選挙結果を重く見る回答と、「国土面積の 0.6％しかない沖縄に在

日米軍専用施設の 74％が集中しているのは理不尽であり、日本全体で負担する必要がある」

と日本の安全保障戦略を根底から見直すことを求める回答がそれぞれ２割ありました。こ

の２つを合計すると、沖縄の基地問題の現状を問題視する見方は４割を超えることになり

ます。 

 

半数近い有識者が集団的自衛権の行使は憲法改正によるべきと判断 

安倍政権は集団的自衛権について、歴代内閣が「憲法上許されない」としてきた憲法解

釈を、「憲法上許容される」と変更する閣議決定を行い、集団的自衛権の行使を認めました。

こうした手続きの進め方の是非について尋ねたところ、「憲法解釈の変更ではなく、国民に

信を問い憲法改正で行うべき」が５割近くに迫り、有識者の中では政府の進め方に対して

否定的な見方が広がっています。 

 

最後に、今回の選挙について質問しました。 

 

６割を超える有識者が今回の解散に納得しておらず、 

今回の選挙でが「安倍首相の政治姿勢や政治手法」を問うべきとの回答が半数を超える 

まず、今回の首相による解散については、６割を超える有識者が「納得していない」と

回答しています。 

次に、今回の選挙では何が問われることになるかを尋ねたところ、「安倍首相の政治姿勢

や政治手法」が５割を超えて最多となり、ここからも有識者は今回の首相の解散権行使に

納得していないことがうかがえます。首相が信を問おうとしている「消費税の先送りの是

非」を選択した有識者は１割に過ぎませんでした。 
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今回の選挙で各政党は、財政再建と社会保障について説明すべき 

今回の選挙で各政党が有権者に対して説明すべきことについては、「年金・医療・介護な

ど社会保障制度が持続可能かどうか、持続可能でない場合の代替策」と、「財政再建の具体

的な道筋」の２つが５割を超えており、有識者は日本の将来を決定付ける重要な課題につ

いて先送りするのではなく、今回の選挙で解決に向けた政策を説明することを求めていま

す。 

 

選挙の結果、安倍政権の長期安定化と政党政治への不信感の増大が起こると予想 

今回の選挙が日本の政治に何をもたらすのかを質問したところ、「政党政治への不信感の

増大」が最多となり、「安倍政権の長期安定化」が続き、それぞれ３割程度ありました。 

安倍政権の将来の見通しについては、「2018 年の衆議院議員の任期満了までは続かない」

との見方が４割、「2018 年の衆議院議員の任期満了まで続く」が３割となり、有識者は安倍

政権は最長でも「あと４年」と見ているようです。 

 

日本政治の現状に厳しい見方が強まる 

最後にアンケートでは、日本の政治の現状について、どのように判断しているか尋ねま

した。これに対して、「日本の将来についての選択肢が政党から提起されないまま、ばら撒

き政策や官僚たたきに明け暮れ、ポピュリズムが一層強まる時期」が４割近くに上り、最

多となりました。過去２回のアンケートで最多だった「新しい国や政府、社会のあり方を

まだ模索している時期」は３番目にとどまり、有識者の間で日本政治の現状に対して厳し

い見方が広がっています。 
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１．安倍政権の評価 

 

■安倍首相の「首相としての資質」は８項目の平均で2.7点となり、依然として

高いものの、「実績」への評価が減少した 

 

有識者アンケートでは、2006年の第１次安倍政権以降の歴代政権で「首相としての資質」

を評価してきました。この評価は「首相の人柄」、「指導力や政治手腕」、「見識、能力

や資質」、「基本的な理念や目標」、「政策の方向性」、「実績」、「チームや体制づく

り」、「アピール度、説明能力」の８項目について、５点満点で評価しています。 

今回の評価で、安倍首相の資質は平均で2.7点となり、１年目時点と同じ点数となりまし

た（100日時点では3.3点）。この１年でそれぞれの数値に大きな変動はなく、最も大きい

変動幅は2.8点から2.5点へと0.3点減少した「実績」でした。なお、最も評価が高かったの

は前回に引き続き「指導力や政治手腕」の3.0点（100日時点では3.6点、１年目時点では3.1

点）でした。 

しかし、歴代政権の100日時点の評価に比べると、２年経った現在でも、高い水準を維持

しています。 

 

【安倍首相の資質】 
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（ア）首相の人柄 

（イ）指導力や政

治手腕 

（ウ）見識、能力

や資質 

（エ）基本的な理

念や目標 

（オ）政策の方向

性 

（カ）実績 

（キ）チームや体

制づくり 

（ク）アピール

度、説明能力 

0.0

1.0

2.0

3.0
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安倍政権（2年） 

安倍政権（1年） 
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【参考資料】歴代首相の資質に関する評価 

 

  

安倍 

政権 2 

(2 年） 

安倍 

政権 2 

(1 年） 

安倍 

政権 2 

(100 日） 

野田 

政権 

(100 日） 

菅 

政権 

(100 日） 

鳩山 

政権 

(100 日） 

麻生 

政権 

(100 日） 

福田 

政権 

(100 日） 

安倍 

政権 1 

(100 日） 

（ア）首相の人柄 2.7  2.9 3.4 3.4 2.5 3.4 2.5 3.4 3.3 

（イ）指導力や政治手腕 3.0  3.1 3.6 2.3 1.4 1.7 1.6 2.4 2.1 

（ウ）見識、能力や資質 2.6  2.6 3.1 2.7 1.7 2.4 1.6 2.1 
該当

なし 

（エ）基本的な理念や目標 2.6  2.6 3.0  2.5 2 2.7 1.9 1.9 2.1 

（オ）政策の方向性 2.6  2.7 3.2 2.6 2.1 2.6 1.9 2.1 2.2 

（カ）実績 2.5  2.8 3.1 1.9 1.4 2.1 1.6 2.1 2.2 

（キ）チームや体制づくり 2.6  2.7 3.3 1.7 1.7 2.1 1.6 2.1 1.8 

（ク）アピール度、説明能力 2.6  2.5 3.4 1.8 1.5 2.3 1.7 1.9 1.8 

総合点 2.7  2.7 3.3 2.4 1.8 2.4 1.8 2.3 2.2 

 

（ア）首相

の人柄 

（イ）指導

力や 

政治手腕 

（ウ）見

識、能力や 

資質 

（エ）基本

的な 

理念や目標 

（オ）政策

の 

方向性 

（カ）実績 

（キ）チー

ムや 

体制づくり 

（ク）ア

ピール度 

説明能力 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

安倍政権2 2年（2.6

点） 

安倍政権2 1年（2.7

点）2 

安倍政権2 100日

（3.3点） 

野田政権（2.4点） 

菅政権（1.8点） 

鳩山政権（2.4点） 

麻生政権（1.8点） 

福田政権（2.3点） 

安倍政権1（2.2点） 
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■有識者301人が判断した安倍政権主要38項目の２年目の実績は、昨年と同様

に平均1.8点 

 

 安倍政権の主要政策課題38項目に関する対応について、５点満点で有識者に評価しても

らいました。ここでは「うまく対応できた」が５点、「うまく対応できていないが、今後

期待できる」が３点、「対応できておらず、今後も期待できない、あるいは、進め方に問

題があり、賛同できない」が１点という配点で評価しています。 

その結果、今回の評価は平均で1.8点となり、１年目時点の評価と同じになりました。た

だ、肯定的な評価となる「３点」を超えたものは、１年目時点では「政策決定における首

相のリーダーシップ」（3.0点）がありましたが、今回はありませんでした。 

１年目時点と比較すると、点数の伸びが目立ったのは、「日中関係の改善に向けた取り

組み」（1.3点から2.0点）、「尖閣周辺における偶発的事故防止に向けた取り組み」（1.6

点から2.2点）の２項目で、有識者は11月に日中首脳会談を実現させたことを高く評価して

いることがうかがえます。 

これに対して最も評価が低かった項目は、2012年の衆議院解散の際、当時の民主党・野

田佳彦首相と自民党・安倍総裁の間で約束がなされた「議員定数の削減」（1.2点）でした。

この他に１点台前半を記録したものは、「廃炉と汚染水対策」、「除染」、「温室効果ガ

ス対策」、「財政再建」、「持続的な社会保障制度」、「教育」、「地方」、「行政改革」、

「憲法改正」などがあり、分野が多岐にわたっています。 

１年目時点との比較で、最も点数が減少したものは、「日銀と共同歩調での２％物価安

定目標への取り組み」、「緊密な日米同盟の復活」、「普天間飛行場の移設問題」の３項

目で、それぞれ0.3点の減点になりました。 
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【個別課題への対応評価】 
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（ア）政策決定における首相のリーダーシップや統率力 

（イ）東日本大震災からの復興のスピードアップ 

（ウ）復興予算の適切な執行と復興庁の機能化 

（エ）福島第一原発の廃炉や汚染水対策など事故処理 

（オ）除染の加速化と被災者の早期帰還 

（カ）持続可能な電源構成のベストミックス確立 

（キ）原発再稼働に向けた取り組み 

（ク）ポスト京都での主導的な役割と温室効果ガス対策 

（ケ）電力システムの抜本的な改革 

（コ）名目３％、実質２％の経済成長に向けた取り組み 

（サ）日銀と共同歩調での２％物価安定目標への取り組み 

（シ）雇用拡大や賃金上昇が、消費の増加や景気回復につながる「成長の好循

環」に向けた取り組み 

（ス）2015年のプライマリー赤字の半減と2020年の黒字化に向けた取り組み 

（セ）国家戦略特区制度の創設と徹底的な規制改革 

（ソ）法人税の減税 

（タ）持続的な社会保障制度確立に向けた改革 

（チ）妊娠から子育てまで切れ目ない家族支援への取り組み 

（ツ）6・3・3・4制の見直し等「平成の学制大改革」 

（テ）大学力強化に向けた、大学ビッグバン 
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1.6 

1.4 

1.3 

1.4 

1.5 

（ト）地方に対する権限移譲や規制緩和などの地方分権改革 

（ナ）若者が将来に夢や希望を持てる地方の創生に向けた取り組み 

（ニ）TPP交渉の妥結に向けた取り組み 

（ヌ）FTAなど国益にかなう経済連携の戦略的な推進 

（ネ）農業の担い手育成、農地集約、減反の廃止など「攻めの農業」への取り

組み 

（ノ）農協、農業委員会、農業生産法人などの一体的な改革 

（ハ）緊密な日米同盟の復活 

（ヒ）「積極的平和主義」のもと、地球全体を俯瞰した外交戦略の構築 

（フ）集団的自衛権の行使を認めた閣議決定 

（ヘ）特定秘密保護法の成立 

（ホ）普天間飛行場の移設問題 

（マ）日露関係の協力強化 

（ミ）日中関係の改善に向けた取り組み 

（ム）尖閣周辺における偶発的事故防止に向けた取り組み 

（メ）北朝鮮の拉致問題 

（モ）日韓関係の改善に向けた取り組み 

（ヤ）中央省庁改革など行政改革を政治主導で実行する 

（ユ）議員定数の削減 

（ヨ）憲法改正に向けた取り組み 
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■約５割が安倍政権を支持していない 

 

２年が経とうとしている現在の安倍政権を支持するか尋ねたところ、「支持する」とい

う回答は、34.6％となりました。100日時点では53.1％と５割を超えていましたが、１年目

時点で41.4％と10ポイント以上の大幅減となり、今回はそこからさらに減少しています。 

これに対し、「支持しない」という回答は、49.8％（100日時点では23.2％、１年目時点

では43.0％）で、過去３回のアンケートの中でも最も多く、５割に迫っています。 

 

【安倍政権を支持するか】 

 

 

  

34.6% 

49.8% 

15.3% 

0.0% 0.3% 

支持する 

支持しない 

どちらともいえない 

わからない 

無回答 
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■安倍政権への「期待」は１年前と比べて半減 

 

 また、発足時に抱いていた期待と比べて、今の安倍政権をどう思うか尋ねたところ、最

も多かった回答は「そもそも期待していなかった」の34.9％（100日時点では23.9％、１年

目時点では34.9％）でした。それに続くのは「期待以下」（25.9％）との回答で、１年目

時点の14.8％から10ポイント以上増加しました（100日時点では3.2％）。この「期待以下」

と「そもそも期待していなかった」を合計すると、60.8％（100日時点では27.1％、１年目

時点では49.7％）の有識者が否定的な評価をしていることになります。 

他方で、「期待以上」と答えた有識者は11.0％（100日時点では42.9％、１年目時点では

20.8％）にとどまり、調査ごとにほぼ半減しています。これに「期待通り」と答えた23.6％

を合わせても、肯定的な評価は34.6％にとどまっています。この肯定的な評価は、100日時

点では64.8％、１年目時点でも47.6％と５割近くに上っていまたことからも、有識者の中

で安倍政権への期待が、時間の経過とともに萎んでいることが浮き彫りとなっています。 

 

【発足時に抱いていた期待との比較】 

 

  

11.0% 

23.6% 

25.9% 

34.9% 

3.0% 1.7% 

期待以上 

期待通り 

期待以下 

そもそも期待していな

かった 

わからない 

無回答 
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２．有識者は安倍政権の中心的な政策課題をどう評価したか 

 

■５割を超える有識者がアベノミクスの前途を悲観的に見ている 

 

この２年間、安倍政権が推し進めてきた「アベノミクス」の評価については、「順調に

推移し、成功に向って動いている」との回答は7.3％に過ぎず、「異次元の金融緩和や財政

政策に頼った景気回復に過ぎず、今後の成功は難しい」との回答が37.9％で最多となり、

「すでに失敗しており、それを立て直す有効な対策も見えない」の18.3％を合わせると、

56.2％の有識者がアベノミクスの前途を悲観的に見ています。 

一方で、「成果は出始めているが、今後も成功できるか現時点では判断できない」と判

断しかねている有識者も27.2％と３割程度存在します。 

次に、11月に安倍首相は消費税の10％への引き上げを先送りし、2017年４月に消費税を

引き上げることを表明しました。この先送りが、今後のアベノミクスの展開にどのような

影響をもたらすと思うか尋ねたところ、「プラスの影響を与える」が29.2％、「マイナス

の影響を与える」が28.6％と拮抗し、有識者の見方は分かれています。「影響を与えない」

は18.9％でした。 

 

【アベノミクスの前途】 

 

 

 

 

 

 

7.3% 

27.2% 

37.9% 

18.3% 

6.0% 
0.7% 2.7% 

順調に推移し、成功に向って動いている 

成果は出始めているが、今後も成功でき

るか現時点では判断できない 

異次元の金融緩和や財政政策に頼った景

気回復に過ぎず、今後の成功は難しい 

すでに失敗しており、それを立て直す有

効な対策も見えない 

この段階で評価を下すのは適切ではない 

わからない 

無回答 
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【消費税の影響】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29.2% 

28.6% 

18.9% 

20.3% 

3.0% 

プラスの影響を与え

る 

マイナスの影響を与

える 

影響を与えない 

わからない 
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■有識者の６割は財政再建目標は達成できないと見ている 

 

 安倍首相は、消費税の10％への引き上げを先送りすると同時に、2020年度のプライマリ

ー・バランスの黒字化目標については堅持することを表明しています。アンケートではこ

の目標が達成できるかを尋ねたところ、「達成できない」との回答が59.1％となり、「達

成できる」の6.3％を大きく上回りました。有識者の過半数が財政再建目標は達成できない

とみており、来夏に策定される目標実現に向けた計画が注目されます。 

 

【財政再建目標は達成できるか】 

 

 

  

6.3% 

59.1% 

26.9% 

5.0% 2.7% 

達成できる 

達成できない 

現時点では判断できない 

わからない 

無回答 
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■沖縄県知事選の結果を受け、普天間飛行場移設の再検討を求める声が４割に 

 

11月16日に沖縄県知事選挙が行われ、米軍普天間飛行場の名護市辺野古への移設に反対

する翁長雄志・前那覇市長が当選しました。この結果を受け、普天間飛行場の移設につい

ての考えを尋ねたところ、「民意が示されたとはいえ今回は県知事選挙であり、既に県知

事の埋め立ての承認も下りていることから、粛々と進めていく」という政府方針と同様の

回答が37.5％で最多となりました。 

しかし、「民意が示された以上、辺野古への移設計画を白紙に戻し、米政府と再交渉し、

別の解決策を模索する」と今回の選挙結果を重く見る回答も22.3％あり、「国土面積の0.6％

しかない沖縄に在日米軍専用施設の74％が集中しているのは理不尽であり、日本全体で負

担する必要がある」と日本の安全保障戦略を根底から見直すことを求める回答も23.6％あ

りました。この２つを合計すると、沖縄の基地問題の現状を問題視する見方は45.9％と４

割を超えることになります。 

 

【普天間飛行場の移設問題】 

 

  

22.3% 

37.5% 

23.6% 

3.0% 12.0% 

1.7% 
民意が示された以上、辺野古への移設計画を白紙に

戻し、米政府と再交渉し、別の解決策を模索する 

民意が示されたとはいえ今回は県知事選挙であり、

既に県知事の埋め立ての承認も下りていることか

ら、粛々と進めていく 

国土面積の0.6％しかない沖縄に在日米軍専用施設の

74％が集中しているのは理不尽であり、日本全体で

負担する必要がある 

わからない 

その他 

無回答 
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■５割近い有識者が集団的自衛権の行使は憲法改正によるべきと判断している 

 

 安倍政権は集団的自衛権について、歴代内閣が「憲法上許されない」としてきた憲法解

釈を、「憲法上許容される」と変更する閣議決定を行い、集団的自衛権の行使を認めまし

た。こうした手続きの進め方の是非について尋ねたところ、「憲法解釈の変更ではなく、

国民に信を問い憲法改正で行うべき」が49.2％と５割に迫っています。一方、「憲法解釈

の変更で行使を可能としても問題はない」と政府の進め方に賛成する見方は24.3％にとど

まりました。また、「手続き如何にかかわらず、集団的自衛権行使には反対」との回答も

21.6％と２割程度見られました。 

 

【集団的自衛権の行使の手続き】 

 

 

 

 

 

 

  

24.3% 

49.2% 

21.6% 

2.7% 2.3% 憲法解釈の変更で行使を可

能としても問題はない 

憲法解釈の変更ではなく、

国民に信を問い憲法改正で

行うべき 

手続き如何にかかわらず、

集団的自衛権行使には反対 

わからない 

無回答 
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３．今回の選挙をどう考えるか 

 

■６割を超える有識者が今回の解散に「納得していない」 

 

11月21日、安倍首相は消費税の10％への引き上げを先送りし、その信を有権者に問うた

めに衆議院解散に踏み切りました。この首相の決断について納得しているかを尋ねたとこ

ろ、「納得していない」の64.8％が、「納得している」の22.3％を大きく上回りました。 

 

【解散の是非】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22.3% 

64.8% 

12.3% 

0.7% 

納得している 

納得していない 

どちらともいえない 

無回答 
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■今回の選挙で「安倍首相の政治姿勢や政治手法」が問われるべきと判断 

 

次に、今回の選挙では何が問われることになるかを尋ねたところ、「安倍首相の政治姿

勢や政治手法」が52.2％と５割を超えて最多となり、「これまでの安倍政権の２年間の実

績」（39.9％）、「アベノミクスに対する評価」（34.9％）、「少子高齢化や原発再稼働

等、日本の将来を決定づける課題の解決」（27.6％）が続きました。首相が信を問おうと

している「消費税の先送りの是非」は10.6％に過ぎませんでした。 

 

【今回の選挙で問われること】 

 

 

  

10.6% 

34.9% 

39.9% 

52.2% 

27.6% 

5.0% 

1.7% 

11.6% 

1.3% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

消費税の先送りの是非 

アベノミクスに対する評価 

これまでの安倍政権の２年間の実績 

安倍首相の政治姿勢や政治手法 

少子高齢化や原発再稼働等、 

日本の将来を決定づける課題の解決 

一票の格差の是正と国会議員の定数削減 

わからない 

その他 

無回答 
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■約半数が財政再建の道筋と持続可能な社会保障こそ、政党が説明すべきと考

えている 

 

また、今回の選挙で、日本の政党が国民に対して最低限説明しなくてはならない日本の

課題は何かを尋ねたところ、「年金・医療・介護など社会保障制度が持続可能かどうか、

持続可能でない場合の代替策」（52.5％）と、「財政再建の具体的な道筋」（51.2％）の

２つが５割を超えました。 

さらに、これに続いて「原発再稼働の判断とエネルギーのベストミックスの比率」も

36.9％と４割近くに上るなど、日本の将来を決定付ける重要な課題であるが、選挙の際に

は争点化を避けがちな課題を選択した回答が多く見られました。 

「アベノミクスの評価とその代替策」については28.9%にとどまりました。 

 

【政党は何を説明すべきなのか】 

 

 

 

  

28.9% 

51.2% 

6.6% 

17.3% 

52.5% 

15.3% 

36.9% 

3.3% 

21.9% 

6.0% 

8.3% 

15.0% 

3.0% 

7.3% 

16.3% 

5.0% 

1.7% 

アベノミクスの評価とその代替策 

財政再建の具体的な道筋 

消費税の次の引き上げ時期と、最終的な引き上げ率 

50年後の人口目標とそれに対する具体的な道筋 

年金・医療・介護など社会保障制度が 

持続可能かどうか、持続可能でない場合の代替策 

今後の日本の労働市場の在り方とその設計 

原発再稼働の判断とエネルギーのベストミックスの比率 

温室効果ガスの2030年の90年比削減目標の設定と具体的な道筋 

集団的自衛権の行使 

沖縄の普天間飛行場の移設への対応 

中央省庁改革など行政改革 

国と地方の役割の明示と、地方の人口減少を食い止めるための具体

策 

若い農業の担い手確保と育成に向けた具体策 

一票の格差の是正 

国会議員の定数削減の目標 

その他 (具体的に) 

無回答 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%
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■安倍政権が次の任期満了まで続くかは意見が分かれている 

 

仮に今回の選挙で自民党が勝利した場合、安倍政権はどこまで続くのか、安倍政権の将

来の見通しについて尋ねたところ、「2018年の衆議院議員の任期満了までは続かない」と

の見方が39.9％で最多となり、これに「2018年の衆議院議員の任期満了まで続く」（28.6％）

が続いています。一方、「2018年の衆議院議員の任期満了以降も続く」との見方は11.3％

にとどまりました。有識者は安倍政権は最長でも「あと４年」と見ています。 

 

【安倍政権はいつまで続くのか】 

 

  

11.3% 

28.6% 

39.9% 

13.3% 

4.0% 3.0% 
2018年の衆議院議員の任期満

了以降も続く 

2018年の衆議院議員の任期満

了まで続く 

2018年の衆議院議員の任期満

了までは続かない 

わからない 

その他 

無回答 
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■３割程度が今回の選挙の結果、安倍政権の長期安定化と政党政治への不信感

の増大が起こると予想している 

 

さらに、今回の選挙が日本の政治にどのような結果をもたらすのかを尋ねたところ、「政

党政治への不信感の増大」という回答が31.2％で最多となりました。一方で、これに並び

かけるように「安倍政権の長期安定化」が28.2％で続き、「安倍政権の不安定化」の17.9％

を上回っています。「野党再編に拍車をかける」は15.6％にとどまりました。 

 

【今回の選挙がもたらす影響】 

 

  

28.2% 

17.9% 

15.6% 

31.2% 

2.3% 3.0% 1.7% 

安倍政権の長期安定化 

安倍政権の不安定化 

野党再編に拍車をかける 

政党政治への不信感の増大 

わからない 

その他 

無回答 
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■日本の政治の現状に厳しい見方が強まる 

 

最後にアンケートでは、日本の政治の現状について、どのように判断しているか尋ねま

した。これに対して、「日本の将来についての選択肢が政党から提起されないまま、ばら

撒き政策や官僚たたきに明け暮れ、ポピュリズムが一層強まる時期」が38.2％（100日時点

では30.4％、１年目時点では30.2％）で最多となりました。これに「政府の統治（ガバナ

ンス）が崩れ、政治が財政破綻や社会保障などで課題解決できないまま混迷を深める国家

危機の段階」が35.9％（100日時点では20.7％、１年目時点では26.2％）で続いています。  

これまで２回のアンケートで最多だった「新しい国や政府、社会のあり方をまだ模索して

いる時期」は34.6％（100日時点では43.6％、１年目時点では34.2％）で３番目にとどまっ

ています。 

 

【日本の政治はどうなるのか】 

 

 

 

 

＜本件調査に関するお問い合わせは下記までお願いいたします＞ 

〒103-0027 

東京都中央区日本橋 1-20-7 

認定 NPO 法人 言論 NPO 

TEL：03-3548-0511 

FAX：03-3548-0512 

メール：info@genron-npo.net 

15.6% 

34.6% 

9.3% 

13.0% 

17.6% 

38.2% 

35.9% 

9.0% 

0.7% 

4.0% 

1.7% 

長期的・安定的な政権づくりの時期 

新しい国や政府、社会のあり方をまだ模索している時期 

日本の改革のビジョンや課題解決の競争によって、本当の二大政党制

をつくりだす時期 

二大政党制自体への懐疑から、新しい政治に向けて再考が始まる時期 

既存政党の限界が明らかになり、政策を軸に政界再編に向かう過渡期 

日本の将来についての選択肢が政党から提起されないまま、ばら撒き

政策や官僚たたきに明け暮れ、ポピュリズムが一層強まる時期 

政府の統治（ガバナンス）が崩れ、政治が財政破綻や社会保障などで

課題解決できないまま混迷を深める国家危機の段階 

政治や政党の改革が有権者や市民側から提起される、政治改革の局面 

わからない 

その他 

無回答 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%


